
 

 

 
 

森：皆さん、こんにちは。森永製菓の森です。本⽇は、当社 2026 年 3 ⽉期決算説明会にご参加い
ただき、誠にありがとうございます。 

社⻑就任から 1 年が経過いたしました。この 1 年間、アナリスト・投資家の皆様から多くのご意
⾒、ご指摘、貴重なアドバイスを頂戴してまいりました。この場をお借りして、改めて御礼申し上
げます。引き続き、忌憚のないご意⾒を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。それでは、
2026 年 3 ⽉期の実績概要と今後の⾒通しについてご説明申し上げます。 



 

 

 

 

本⽇の説明の流れですが、2026 年 3 ⽉期実績、2027 年 3 ⽉期業績予想、そして 2024 中期経営計
画の進捗と⾒通しという順で説明いたします。  



 

 

 

 

まずは 2026 年 3 ⽉期実績についてご説明いたします。こちらは業績の全体像です。売上⾼は
2,366 億円、前期⽐で 77 億円増、103.4%となり、5 期連続で過去最⾼を更新いたしました。2025
年 11 ⽉に公表した業績予想に対しても、概ね計画通りの着地となっております。 

営業利益は 223 億円、前期⽐ 11 億円増と、こちらも業績予想通りで、2 期連続で過去最⾼を更新
いたしました。EBITDA は 325 億円となり、こちらも過去最⾼を更新いたしました。 

⼀⽅、当期純利益は前期と同様の 177 億円、政策保有株式の売却等の財務施策は計画通り実⾏し
ましたが、法⼈税等の増加により、業績予想には 5 億円未達でした。 

 



 

 

 

 

次に、営業利益の増減要因です。減益要因を⾚⾊、増益要因を⻘⾊で記載しております。国内 4 事
業における原材料関係は、前年から約 29 億円のマイナス影響となりました。通期では、特にカカ
オ関連の原料コスト上昇が⼤きく影響しております。 

なお、第 4 四半期においてはカカオ相場の落ち着きに加え、原料置換によるコストダウンなど収益
性改善策の効果が順調に発現し、増益⽅向に転換しております。また、物流費の増加や⼈材投資・
DX 投資など、将来を⾒据えた無形資産投資に伴うコスト増加もありました。 

⽶国事業については厳しい競争環境への対応として、販売費を積極的に投⼊したこと、加えて関税
の影響もあり、⼤幅な減益要因となりました。 

これら合計で約 91 億円の減益要因がありましたが、菓⼦⾷品事業・冷菓事業を中⼼とした売上⾼
の増収・価格改定効果・コストダウンの取り組みにより、これを吸収し、全体としては 11 億円の
増益を確保することができました。 

 



 

 

 

 

こちらのスライドでは、事業別の売上⾼および営業利益の実績を⽰しています。売上⾼では、菓⼦
⾷品事業・冷菓事業ならびに⽶国を除く海外事業が伸⻑し、全体を牽引いたしました。⼀⽅で、ｉ
ｎ事業・⽶国事業・通販事業は前期を下回り、厳しい結果となっております。 

営業利益については、菓⼦⾷品事業が価格改定およびコストダウンの効果により、前年から約 2 倍
となる⼤幅な増益を達成しました。営業利益率も 9.2%と、前年から 4.6 ポイント改善しておりま
す。通販事業は、事業環境が厳しい中、広告費をコントロールしたことにより増益となりました。
⼀⽅で、ｉｎ事業および⽶国事業は環境変化の影響を受け、減益となっております。 

また、⾷料卸売のグループ会社である森永商事は、2025 年 3 ⽉期に価格改定効果で⼤幅な増益と
なった反動もあり、2026 年 3 ⽉期は原価上昇と販売数量の苦戦から⼤幅な減益となりました。 



 

 

 

 

本スライドでは、海外⼦会社の決算期統⼀の影響を除くため、⽶国事業について現地通貨ベースで
前年との⽐較を⾏っております。売上⾼は、決算期変更影響を除く前年同⽉⽐でも 98.7%の減収で
した。事業別の詳細については、後ほど改めてご説明させていただきます。 

  



 

 

 

 

ここから 2027 年 3 ⽉期業績予想についてご説明いたします。このスライドでは、2027 年 3 ⽉期
の業績予想の前提条件についてご説明いたします。 

原材料について、前年度まで⼤きく影響していたカカオ相場については、⾜元の相場⽔準を踏ま
え、落ち着いて推移する前提としております。前年⽐では、収益⾯でプラスに寄与すると想定いた
しました。 

⼀⽅で、中東情勢の影響に伴う包材関連のコストの上昇やエネルギーコスト、物流費の上昇につい
ては⼀定程度業績予想に織り込み、原材料トータルでは減益⽅向に作⽤すると予想しております。
為替動向も含め、今後の影響については引き続き注視してまいります。 

国内事業については、これまで取り組んできた収益性改善策に⼀定の成果は⾒られるものの、コス
ト上昇リスクに対しては引き続き慎重な判断が必要と認識しております。消費動向を踏まえなが
ら、価格・商品企画・コストの最適化を含めた機動的な対応を継続し、収益性を重視した経営を進
めていく⽅針に変更はありません。 

また、M&A により取得した My/Mochi 社の業績については、2026 年 4 ⽉より連結業績予想に取
り込んでおります。売上⾼および EBITDA ベースでは増収増益に寄与する⾒込みですが、のれん償
却および取得・PMI 関連費⽤の影響により、短期的には営業利益ベースでは減益⽅向に作⽤する⾒
込みとしております。 



 

 

 

 

こちらが 2027 年 3 ⽉期の連結業績予想です。売上⾼は 2,570 億円、前期⽐ 204 億円増、108.6%
とし、6 期連続で過去最⾼を更新する計画です。My/Mochi 社の連結が売上成⻑に⼤きく寄与する
⾒込みです。 

営業利益は 228 億円、前期⽐ 5 億円の増益とし、こちらも過去最⾼益の更新を⾒込んでおりま
す。外部環境の変化や、My/Mochi 社に係る M&A 関連費⽤、のれん償却費等の損益インパクトを
織り込みつつ、増益を確保する計画です。EBITDA は 361 億円、前期⽐ 36 億円の増益とし、引き
続き過去最⾼を⾒込んでいます。 

 



 

 

 

 

次に、今期の営業利益予想の増減要因についてご説明いたします。原材料関係については、カカオ
相場の落ち着きによるプラス影響を⾒込む⼀⽅で、中東情勢の影響による包材・エネルギーコスト
の上昇を織り込んでおり、トータルでは約 16 億円のコスト増を⾒込んでおります。 

また、⼈材投資・DX 投資・研究開発投資といった将来の成⻑を⾒据えた無形投資の増加に加え、
⽶国第 2 ⼯場稼働に伴う減価償却費、My/Mochi ののれん等の償却影響により、減益要因は合計で
約 66 億円となる⾒込みです。 

これらの減益要因に対しては、機動的な価格改定の実施および増収効果によって打ち返し、増益を
確保する計画としております。 



 

 

 

 

こちらは 2027 年 3 ⽉期の事業別サマリーです。国内主要事業については、いずれも増収増益を⾒
込んでおります。⼀⽅、海外事業については、将来の成⻑加速に向けた戦略投資を継続することか
ら、増収減益の計画としております。なお、My/Mochi 社の連結影響を除く⽶国事業の売上⾼前期
⽐は、現地通貨ベースで約 110%の計画です。 

 



 

 

 

 

ここから 2024 中期経営計画の進捗と⾒通しについてご説明をいたします。今期は、2030 ビジョ
ンの実現に向けた２ｎｄステージである 24 中計の最終年度に当たります。「⾶躍に向けた成⻑軌
道の確⽴」をテーマに、中⻑期成⻑を⾒据えた取り組みを進めてまいりました。 

  



 

 

 

 

こちらのスライドでは、24 中計における売上⾼および営業利益の進捗状況についてご説明いたし
ます。参考として、グレーの枠には My/Mochi 社を除いたオーガニックベースの数値も記載して
おります。 

まず、⾚い部分、24 中計の最初の 2 年間についてですが、売上⾼は中計⽬標への CAGR を上回る
進捗を果たすことができました。⼀⽅、営業利益額および営業利益率については、中計⽬標への⽔
準に対し、わずかに届かないものの、当初想定を上回る原材料コストの⾼騰など厳しい外部環境下
においても、中⻑期成⻑を⾒据えた⼈材投資や DX 投資といった無形投資を継続しながら、トップ
ラインの成⻑と増益を両⽴することができた点については⼀定の⼿応えを感じております。 

次に、⻘い部分、今期 2027 年 3 ⽉期の予想には、4 ⽉から連結対象となる My/Mochi 社の業績を
含んでおります。こちらをご覧いただくと、グレー枠のオーガニック成⻑ベースでは、売上⾼・営
業利益ともに概ね中計⽬標に沿った進捗・⾒通しとなっております。 

⼀⽅で、My/Mochi 社を含めた数値では、売上⾼・成⻑率は⽬標を上回るものの、営業利益につい
ては中計⽬標を下回る⾒込みとなります。これは、M&A に伴う短期的な損益影響によるものです
が、2030 年に向けた成⻑軌道の確⽴という観点で、2030 年への折り返し地点を過ぎた、まさにこ
のタイミングにおいて、成⻑チャンスを機動的に捉えた戦略的意義の⼤きい投資であると考えてお
ります。 



 

 

 

 

24 中計期間における重要経営指標の推移です。海外売上⾼⽐率は⾮連続成⻑に向けて経営判断を
⾏った My/Mochi 社の連結効果により、成⻑がプラスオンとなり、24 中計⽬標を上回る⽔準とな
る⾒込みです。 

⼀⽅、重点領域売上⾼⽐率は⼗分な伸びに⾄っておらず、課題として認識しております。環境変化
を踏まえた成⻑チャンスの選択と集中等の戦術のアップデートが必要であると考えております。 

ROE および ROIC は、My/Mochi 社の影響を除いたオーガニックベースではおおむね⽬標に沿った
進捗ですが、My/Mochi 社 M&A による成⻑投資の影響により、全体としては⽬標を下回る⾒通し
です。戦略的な成⻑投資を優先した経営判断の結果であり、今後も財務戦略に基づき、中期的な視
点でマネジメントを⾏います。 



 

 

 

 

当社では、事業ポートフォリオ転換を⾒据え、主要事業ごとの ROIC ⽬標を設定し、その進捗を開
⽰してきました。左側のグラフは、縦軸が成⻑性（売上⾼ CAGR）、横軸が資本収益性（ROIC）
です。右側の表数値は 2025 年度の実績と 2026 年度の⽬標を記載しております。 

左側のグラフでは、事業ごとの 2023 年度の実績、2025 年度の実績、そして 2026 年度の⾒込みを
⽰しております。菓⼦⾷品事業と冷菓事業は切り出して、点線枠の中で拡⼤して⽰しております。 

冷菓事業を除く重点領域は成⻑の実現が⼗分とは⾔えず、課題と認識しております。基本⽅針や中
⻑期的な成⻑への考え⽅は不変ですが、短期的な戦術の⾒直しと中期的な戦略再構築の両⾯から検
討を進めています。その上で、27 中計以降に向けて、重点領域の⾒直しも含め、あるべき事業ポ
ートフォリオの検討を進めています。 

⼀⽅、菓⼦⾷品事業は価格改定やコストダウンの取り組みに加え、段階的なアセットライトを進⾏
させ、売上⾼成⻑と資本収益性の改善を両⽴することができました。特に課題と認識していた
ROIC が、24 中計⽬標を⼤きく上回る進捗であり、重要な成果です。 

他⽅、価格改定に対する潮⽬が変わりつつある認識の中で、菓⼦⾷品事業の永続的な資本収益性の
向上のためには、ここで⼿を緩めることなく、27 中計以降に向けた中⻑期⽬線での抜本的な構造
改⾰も含め、検討を継続しております。 



 

 

当社の菓⼦⾷品事業は⾃⼯場⽐率が⾼いため、他社には真似のできない独⾃の技術価値を提供する
ことができます。⼀⽅、固定費⽐率が⾼く、トップラインが伸びないときには収益を圧迫するビジ
ネス構造でもあります。 

構造改⾰を考える上では、ブランドとそれに紐づく⽣産拠点について、⻑期⽬線での稼ぐ⼒を定量
評価するとともに、ブランドなどの無形資産価値の⽬線なども加え、多⾯的に経営議論をしており
ます。 

議論においては、縮⼩均衡とならないような積極的な成⻑戦略と、ブランド・拠点再編の最適な組
み合わせが重要論点であり、それに伴う経営資源の再配分も必須です。菓⼦⾷品に限らず、国内事
業全体をターゲットとして検討していますが、最⼤効果を考える上では、どこまで踏み込んでやる
のか、あるいはやらないのかも含めて議論途上であり、今後の社内議論をより加速させたいと考え
ております。 

  



 

 

 

 

次に主要事業の現状認識と、2026 年度の考え⽅について説明いたします。まずは基盤領域の菓⼦
⾷品事業です。24 中計の 2 年間では、売上⾼ CAGR はプラス 6%、営業利益率は約 4 ポイント改
善と、コスト上昇や価格改定といった厳しい環境の中でも、収益性改善を⼤きく前進させることが
できました。 

今後は収益性、成⻑性ともに⾼いキャンディカテゴリーへのシフトをさらに推進してまいります。
先期の成⻑における⼀番のドライバーはラムネであり、お客様に様々なシーンで⾷べていただける
施策の展開が奏功しました。この学びをさらに拡⼤し、より細やかに展開したマーケティング施策
を実施してまいります。 

ハイチュウは成⻑に課題を残している状況です。ハイチュウミニやハイチュウプレミアム、すッパ
イチュウといったサブブランドは、個性的な商品であるため、それぞれの役割を明確にした訴求、
施策展開を実施することで、ブランド全体の裾野拡⼤を図ってまいります。 

ソフトキャンディとグミの買い回り現象等を踏まえ、キャンディ市場をより⼤きく捉え、キャンデ
ィの可能性を拡張するような新商品の投⼊等により、きめ細かな戦略へのアップデートをしていき
ます。 

ラムネは⼤きく伸⻑しているため、ブドウ糖の価値の認知をさらに⾼め、新商品や新たな機能訴求
により、多様な喫⾷シーンへの展開を進めていきます。 



 

 

また、チョコレートカテゴリーを中⼼に、価格改定後の環境変化も踏まえ、もう⼀段踏み込んだ収
益性の改善を進めるとともに、短期施策の効果をより⽣かすべく、前述の構造改⾰の議論も横にら
みしながら、メリハリの利いたその先の戦略構築を進めてまいります。 

  



 

 

 

 

ｉｎゼリーの状況についてです。ｉｎゼリーのブランドコンセプトは「スポーツを軸⾜とした⼼と
体の健康をサポートする⾷のブランド No.1」であり、前向きに活動するすべての⼈々に寄り添
い、飲⽤シーンを拡張していく LTV 戦略を基本⽅針としてまいりました。 

⼀⽅、直近 2 年間の実績を⾒ると、売上⾼ CAGR はマイナス 2%、購⼊率も 2.2 ポイント低下して
おり、厳しい結果となっております。背景としては、酷暑による夏場のスポーツ需要の落ち込み
や、廉価な PB 商品のシェア拡⼤といった外部環境要因に加え、スポーツ⽤途への依存度が⾼い構
造や、ブドウ糖以外の成⻑エンジンの不⾜といった内部要因が重なったものと考えております。 

先期は今まで実施していなかった夏場の⽇常⽣活シーンへの訴求を⾏う CM の投⼊や、東京世界陸
上協賛等、夏場の需要獲得に向け、広告販促強化を実施しましたが、残念ながら結果に結びつきま
せんでした。酷暑という外部環境変化と、厳しい競争環境下で、圧倒的シェア No.1 であるｉｎの
ブランド⼒を、利⽤シーン、顧客層の拡張に⽣かしきれていないことが課題と認識しております。 



 

 

 

 

こうした状況を踏まえ、基本⽅針は不変ながらも戦術を機動的に⾒直し、中⻑期でのゲームチェン
ジを追求していく考え⽅で取り組みます。ｉｎゼリーの最⼤の武器は、⾼いブランド想起⼒とそれ
に伴うお客様の喫⾷経験の⾼さです。環境変化の中で、ｉｎゼリーから離れてしまったお客様が多
くいることは、裏を返すとチャンスでもあります。 

ブランド⼒は、お客様からの信頼そのものであり、それを活かして、現在離れてしまっているお客
様をまずは再獲得することです。その上で、市場リーダーの当然の使命として、新たなお客様をゼ
リー飲料市場に招き⼊れることにより、成⻑回帰を⽬指してまいります。 

酷暑、インフレなどはお客様の⾏動変容の重要な要素です。この環境変化によって、お客様は多く
の困りごとを新たに抱えていると考えます。その成⻑チャンスを獲得すべく、ｉｎブランドが様々
な⽣活シーンに寄り添うという新たなタグライン「in my life,」のもと、⽵内涼真さん、中川⼤志
さんを起⽤し、⽣活に寄り添った、様々な顧客接点創出に向けた積極的なプロモーションでブラン
ディング強化を展開してまいります。 

その上で、商品・販売施策については、⼀つの切り⼝として、従来の春夏秋冬の四季から、夏の⻑
期化によるお客様の熱中症対策リテラシー向上の⾏動変容に対して、夏を初夏・盛夏、猛暑・酷暑
の⼆季に分けた「５季化」を顧客接点の拡⼤のチャンスと捉え、新たな商品・販売施策展開とプロ
モーション戦略の連動を進めていきます。 



 

 

短期的な V 字回復を過度に⾒込むのではなく、ブランド強化の原点に⽴ち返り、ゼリー飲料市場
における No.1 ブランド、市場リーダーとして、既存シーン以外の潜在ニーズを掘り起こしていき
ながら、当社、市場ともに中⻑期的な成⻑を着実に取り戻してまいります。 

  



 

 

 

 

冷菓事業は、菓⼦技術を活かした差別化商品に集中する戦略により、24 中計の 2 年間で売上⾼
CAGR は 9%と、市場成⻑率の 3%を⼤きく上回る成⻑を実現いたしました。 

主⼒のジャンボグループの安定成⻑に加え、板チョコアイスやザ・クレープといったデザート訴求
商品の拡⼤が成⻑を牽引しております。また、プレミアム商品の好調も収益性改善に寄与しまし
た。今後もこの好調さに⽢んじることなく、主⼒商品ごとの競争⼒強化を進めるとともに、次の柱
となる商品の育成に取り組んでまいります。 

チョコモナカジャンボは、継続的な鮮度マーケティングのもと、モナカ、チョコ、アイスの三位⼀
体となったおいしさの訴求を⾼めながら、さらなる間⼝拡⼤に取り組みます。バニラモナカジャン
ボは「バニラコンビネーション」という新たな概念を訴求し、⼀段上の成⻑軌道を⽬指します。 

加えて、板チョコアイス、ザ・クレープなどのデザート訴求商品は、先期までの⼿応えを踏まえ
て、追加の成⻑投資も視野に⼊れたチャレンジングな成⻑を追い求めてまいります。 

また、板チョコアイスなどに続く菓⼦技術を⽣かしたデザート訴求商品であるビスケットサンドや
パリパリサンドも⼤きく伸⻑しており、品質価値を丁寧に浸透させながら、次の柱商品に育成して
まいります。 



 

 

 

 

次に、通販事業についてです。テレビ視聴率の低下や節約志向の⾼まりといった外部環境に加え、
2025 年 4 ⽉に実施した価格改定の影響もあり、新規顧客獲得と継続率の双⽅で厳しい状況が続い
ております。 

こうした環境を受け、先期の期中より広告費をコントロールし、利益を優先する戦略へと舵を切り
ました。その結果、売上⾼は前年を下回ったものの、営業利益率は改善し、増益を果たしました。
成⻑に課題はあるものの、今まで積み上げてきた事業基盤の成果があったからこその結果と捉えて
おります。 

今後は、ブランド認知施策として、⼀定の効果が認められたブランド浸透マス広告の効果検証をさ
らに進める等、定期顧客獲得の再上昇に向けた様々な施策を展開しながら、投資とリターンのバラ
ンスを⾒極め、次なる成⻑チャンスを伺いながら事業推進してまいります。 



 

 

 

 

⽶国事業の HI-CHEW についてです。⽇本で育て上げた価値を⽣かし、販売店率、SKU、店頭回転
の向上を基本⽅針として取り組み、成⻑を続けてきました。しかし、直近 2 年間は、キャンディ市
場における競争激化などを背景に、売上⾼ CAGR はマイナス 1%と厳しい⾜取りとなっています。 

特に、外部環境におけるカカオ⾼を背景とした⼤⼿競合のキャンディ強化が進んだことや、HI-
CHEW の主戦場であった CVS チャネルの不振の影響が⼤きいと捉えております。 

右側のグラフで、キャンディ市場のチャネルごとの趨勢を⽰しました。MASS、Food チャネルの
伸⻑が継続しているのに対し、CVS チャネルは低迷から抜け出せていないことが分かります。新
⼯場の稼働開始を控える中、成⻑回帰が急務であると認識しております。 



 

 

 

 

環境変化、課題認識を踏まえ、新⼯場稼働を成⻑のテコとするべく、⽣産・販売の連動で反転攻勢
を⽬指します。今までは供給能⼒の制限により、MASS チャネル、Food チャネルでの⼤⼿チェー
ンへの⼤⼝提案は難しい状況でしたが、新⼯場稼働による供給能⼒アップを⾒据え、既にシーズナ
ル商品の提案等の⼤⼝商談を開始しており、良好な⼿応えを感じております。 

また、営業基盤として、⼈員、ブローカーの最適配置を実⾏し、加えて昨年設置したインテリジェ
ンスチームの活⽤により、より効率的・効果的なマーケティング投資を実践してまいります。 

このような販売戦略上の選択と集中、⽣産性向上を実践した上で、攻めるべき領域へは戦略的で積
極的なマーケティング投資を継続してまいります。商品戦略⾯においても、シーズナルな SKU 拡
充やソフトキャンディ技術を活⽤した新商品の投⼊、さらにはアイスキャンディの HI-CHEW POP
などで、ブランドエクステンション戦略も強化してまいります。 

今期は投資フェーズと位置付け、短期的なコスト増も織り込みながら、中⻑期的な成⻑回帰に向け
た基盤づくりを進めていく考えです。必ず再上昇を果たしますので、ぜひご期待いただきたいと思
います。 



 

 

 

 

次に、M&A により当社グループに加わった My/Mochi 社についてご説明いたします。4 ⽉ 1 ⽇に
クロージングを完了し、現在は PMI の初期フェーズにあります。現地の経営体制を尊重しつつ、
中⻑期の成⻑戦略とガバナンス⾯を中⼼に当社としての関与を進めております。 

4 ⽉ 3 ⽇には、グループ会社としての新たな旅⽴ちである My/Mochi 社キックオフミーティングを
開催し、担当役員の松永、⽶国総代表の河辺とともに参加しました。森永製菓グループについて、
My/Mochi 社に期待することについて、My/Mochi 社のマネージャー以上の管理者 25 名にお話
し、活発な意⾒交換を⾏いました。 

意⾒交換の場では両社の歴史や価値観、強みについて相互理解を深めることができ、良好なスター
トを切れていると認識しております。My/Mochi 社からは当社の主⼒冷菓商品の技術に関する質問
も受け、両社の技術シナジーへの期待も膨らんでおります。 

スタンドアローンでの安定的な事業運営を優先しつつ、シナジー創出に向けて⽬標⽇数を設定しな
がら取り組みを推進してまいります。 



 

 

 

 

My/Mochi 社の現状および PPA に関する今後の⾒通しです。2025 年 7 ⽉〜2026 年 3 ⽉実績はお
おむね想定どおりに推移しており、EBITDA ベースで増収増益となっております。 

売上⾼は前年同期⽐で 104.5%、主要得意先への新規導⼊、再導⼊が実現できております。
My/Mochi 社の決算時期は 6 ⽉ですが、業績予想では 2026 年 4 ⽉〜2027 年 3 ⽉の⾒込みを取り
込んでいます。⾜元の売上⾼の状況も堅調であることから、EBITDA ベースでの収益⼒は維持でき
るとの想定です。 

スライドの右側では現時点における PPA の⾒積もりを⽰しました。第 2 四半期決算を⽬途に確定
させる⽅針であり、現時点ではのれん＋無形資産の概算額は約 120M$と想定しています。償却期
間はのれん 12 年、無形資産 5 年、償却⽅法としては定額法を想定しております。 

短期的には、のれんおよび無形資産の償却により、利益⾯でのマイナス影響はありますが、
EBITDA ベースでは安定的なキャッシュ創出⼒を有しており、今後はシナジー創出を通じて、その
⽔準をさらに⾼めていく考えです。 



 

 

 

 

24 中計期間における投資および株主還元についてです。投資総額は 600 億円の計画に対し、約
650 億円とやや上回る⾒込みです。国内設備投資は減少傾向ですが、成⻑戦略としての海外への投
資が、為替の影響等も含め、円ベースで増加しております。 

基盤強化としての DX 投資も含め、2030 ビジョン達成に向けた戦略的投資であり、内容⾯を重視
したマネジメントを⾏います。株主還元は、360 億円以上の計画に対して、2 カ年で約 300 億円と
順調に進捗しており、引き続き安定的な配当と機動的な⾃⼰株式取得を実施する⽅針です。 



 

 

 

 

M&A 実⾏に伴う財務指標への影響についてです。My/Mochi 社の買収に伴い、有利⼦負債は増加
しますが、⾃⼰資本⽐率やネット D/E レシオ、有利⼦負債/EBITDA 倍率は、いずれも当社が定め
る財務ガイダンスの範囲内にあります。したがって、今回の M&A によって、財務体質⾯での懸念
はございません。 

  



 

 

 

 

最後に株主還元についてご説明いたします。配当⾦は、2026 年 3 ⽉期は 1 株当たり年間 65 円で 5
円増配を予定、2027 年 3 ⽉期は 70 円で 5 円増配を計画しております。必要に応じて、⾃社株取
得を機動的に検討してまいります。 

2026 年 3 ⽉期の配当が 6 ⽉の株主総会で決議されれば、11 期連続の増配となります。株主還元に
あたっては、健全なバランスシートを維持しつつ、DOE の⽔準を中⻑期的に引き上げていくこと
を基本⽅針としております。 

⼀⽅、2027 年 3 ⽉期は、退職給付に係る調整累計額や為替換算調整勘定が、株価上昇および⾦利
環境の変化を背景に増加したことで、純資産が計画を上回り拡⼤する⾒込みです。このため、DOE
は⽬標としている 4.3%には届かず、⼀定の乖離が⽣じる想定です。 

なお、DOE の低下は、配当⽔準や⾃⼰株式取得といった株主還元を抑制する判断によるものでは
なく、あくまで分⺟である純資産の増加による影響です。株主還元総額はこれまでお⽰ししてきた
⽅針、⽔準を着実に実⾏してまいります。 

短期的な DOE の変動に対応した調整を⾏うのではなく、安定的かつ継続的な株主還元を通じて、
中⻑期的に DOE の⽔準を引き上げていくことが重要であると考えております。引き続き成⻑投資
と株主還元の両⽴を図りながら、基本⽅針を継続していく考えです。 

私からの説明は以上となります。ご清聴ありがとうございました。  



 

 

【ご注意事項】 

将来予測・業績予想について 

本資料には、当社（連結⼦会社を含む）の⾒通し、計画、⽬標など将来に関する記述が含まれておりますが、こ

れらは当社が現在⼊⼿している情報に基づく判断や仮定を基礎としたものであり、将来における当社の実際の業

績または展開と異なる場合があります。 

 

 

 


